
地方独立行政法人岡山市立総合医療センター中期目標 

 

前文 

 岡山市立市民病院（以下「市民病院」という。）及び岡山市立せのお病院（以下

「せのお病院」という。）は、これまで救急医療や感染症医療などの地域に必要とさ

れている医療に積極的に取り組み、市民の生命と健康を守る地域の中核病院として質

の高い医療を提供してきた。 

 しかし、医療を取り巻く環境が今後ますます厳しさを増す中、今後市民が求める良質

な医療を提供し続けるためには、社会情勢の変化や医療保険制度の変革に柔軟かつ迅速

に対応できる運営体制の整備や持続可能な経営基盤を確立することが求められていると

ころである。 

こうした中、市民病院においては、平成１９年１月の岡山市立市民病院あり方検討

委員会から、「地方独立行政法人化（非公務員型）は、現行制度下で存続のための２

つの条件（公的な役割を果たすために必要とされる医療を提供し、同時に将来的にも

市民負担を抑制する）を解決できる現実的な方策として最も有効な手段となりうるも

のであると考えられる。」と提言された。 

そして、市はこの提言を踏まえ、平成２４年２月に、柔軟で迅速な人材確保など、

機動性・弾力性が高く、自律的な経営が可能な一般地方独立行政法人による運営が最

も望ましいと考え、せのお病院と併せて平成２６年４月に地方独立行政法人岡山市立

総合医療センター（以下「市立総合医療センター」という。）を設立することとした。 

現在、市民病院は、平成２７年度に岡山ＥＲを特徴とした医療機能と保健・医療・

福祉連携機能を備えた新市民病院の開院に向けて準備を進めており、市の目指す最適

な地域医療システムの構築の一翼を担っていくこととしている。 

 この中期目標は、市が市立総合医療センターに対して指示する基本的な方針であり、

市立総合医療センターにおいては、引き続き救急医療や感染症医療など市民に必要とさ

れる医療を確実に実施するとともに、市民へのより良い医療の提供と、より効果的・効

率的な病院運営を行うことにより、地域医療の推進のための重要な役割を求めるもので

ある。 

 

第１ 中期目標の期間 

平成２６年４月１日から平成３０年３月３１日までの４年間とする。 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 市立病院として特に担うべき医療 

（１） 市民病院 

救急医療など市民に必要とされる医療や、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿

病など高度で専門性の高い医療を安定的に提供するとともに、他の医療機関等と

の役割分担や連携を図ることにより、市民の生命と健康を守ること。 

ア 新市民病院は、２４時間３６５日すべての症状の患者を受け入れる岡山ＥＲ



の円滑な実施により、市民が安心できる救急医療を提供するとともに、岡山Ｅ

Ｒでの救急初期診療後は他の医療機関に引き継ぐコーディネート（転送・転院 

・紹介）を積極的に行うこと。また、救急医療機関のひとつとして、地域にお

ける救急医療の一翼を担うとともに、各医療機関の役割分担と連携を促進し、

地域医療ネットワーク全体で救急医療を支える体制づくりに貢献すること。 

イ 第二種感染症指定医療機関として、引き続き現在の役割を果たすこと。また、

新型インフルエンザ等の感染症発生時においては、感染症指定医療機関として

先導的かつ中核的な役割を果たすこと。 

ウ 大規模災害に備え、傷病者の受入れや災害派遣などの医療救護が実施できる

体制を構築するとともに、新市民病院開院後は、災害その他緊急時に迅速かつ

適切な医療提供のできる拠点機能を確保すること。 

エ 小児・周産期に係る地域の医療提供の状況を踏まえ、地域医療機関との連携

及び役割分担を行うことにより、安心して子どもを産み育てられる小児・周産

期医療を提供すること。 

オ 市民のためのセーフティネット機能を果たすため、必要な診療基盤を備え、

地域医療の中で十分な対応が難しい医療を提供すること。 

カ がん診療連携推進病院として、引き続き質の高いがん診療機能を提供すると

ともに、市民の健康を守る上で重要な脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病等の治療

に取り組み、高度で専門性の高い医療を安定的に提供すること。 

 

（２） せのお病院 

  市内の高度専門医療を担っている病院や周辺地域の保健医療福祉関係機関と密

接に連携するとともに、周辺地域の中核病院として医療を提供することにより、

市民の生命と健康を守ること。 

ア 救急告示病院として周辺地域の初期救急医療を提供する役割を果たすこと。 

イ 周辺地域の中核病院として引き続き市民に必要とされる医療を提供する役割

を果たすこと。 

ウ 市民病院をはじめ高度専門医療を担っている病院の後方支援病院としての役

割を担うこと。 

エ 訪問看護をはじめとする在宅サービスについて、周辺地域の保健医療福祉関

係機関との連携及び協力体制の充実を図ること。 

オ 大規模災害に備え、傷病者の受入れや医療救護ができる体制を構築すること。 

 

２ 医療の質の向上 

 （１） 安全・安心な医療の提供 

ア 市民に信頼される安全・安心な医療を提供するため、医療安全に係る情報の

収集及び分析を行うとともに、全職員の医療安全に対する知識向上に努め、医

療事故の予防及び再発防止対策に取り組むなど、積極的かつ組織的に医療安全

対策を徹底すること。 



イ 院内感染防止に対する教育、訓練及び啓発を徹底するとともに、問題点を把

握し、改善策を講ずる等の院内感染防止対策を確実に実施すること。 

ウ 医療法をはじめとする関係法令を遵守することはもとより、個人情報の保護

及び情報公開に関して適切に対応するなど行動規範と倫理を確立し、適正な病

院運営を行うこと。 

 

（２） 診療体制の強化・充実 

安全で質の高い医療を安定的・継続的に提供するため、岡山ＥＲとの連携強化

による総合的な診療体制を確立するとともに、多職種連携によりチーム全体で医

療を推進するなど、診療体制の強化・充実を図ること。 

 

（３） 医療の標準化の推進 

ア 法人内の医療系と事務系を統合した先進的な統合情報システムを構築するこ

とにより、医療の質の向上、さらには患者サービスの向上を図ること。 

イ 客観的な根拠に基づく個々の患者への最適な医療を提供するとともに、クリ

ニカルパスの充実と活用による医療の標準化に取り組むこと。 

 

（４） 調査・研究の実施 

医療に関する調査や臨床研究、治験を推進する体制を整備し、積極的に取り組

むこと。 

 

３ 市民・患者サービスの向上 

（１） 患者中心の医療の提供 

ア 全ての患者の権利と人格を尊重し、患者の視点に立った質の高い医療を提供

すること。 

イ 患者との信頼関係の構築に努め、患者への十分な説明と同意のもとに医療を

提供すること。 

ウ 患者満足度調査による患者ニーズの把握及び改善などにより医療の質の向上を

図ること。 

エ 医療を提供した結果、患者やその家族との紛争が生じた場合には、適切な紛争

解決の方法を確保すること。 

 

（２） 職員の接遇向上 

    患者やその家族、市民から信頼を得られるように職員の意識を高め、接遇の向上

に努めること。 

 

（３） 市民や患者にわかりやすい情報発信 

    市立病院の役割や機能に加え、疾病予防や健康に関する情報等、市民や患者にわ

かりやすい情報発信に積極的に取り組むこと。 



 

４ 地域医療ネットワークの推進 

（１） 地域医療連携の推進 

   ア 岡山大学をはじめとした急性期病院間での適切な役割分担を進めるとともに、

回復期・慢性期の医療機関等、保健医療福祉関係機関との連携及び協力体制の充

実を図ることにより、地域医療ネットワークの確立に努めること。 

   イ 地域医療連携を円滑に行っていくため、地域の医療機関との診療情報の共有化

を図ること。 

 

（２） 地域医療への支援 

   ア 地域医療支援病院として高度医療機器等の共同利用や開放病床の利用を促進す

るなど地域の医療機関を支援し、在宅医療の推進に向けた取り組みを実施するこ

と。 

   イ 医師不足の深刻な地域の医療機関へ医師を派遣するなど人的支援に努めること。 

 

５ 教育及び人材育成 

（１） 教育・人材育成の強化 

   ア 地域医療を担う医師等の安定的・継続的確保に貢献するため、岡山地域におい

て医師等の教育機関である岡山大学と共同し、救急専門医の育成を目的とした寄

付講座や総合診療医の育成を目的とした連携大学院等を活用した教育・人材育成

の強化を図ること。 

   イ 研修医を積極的に受け入れるとともに、医学生をはじめとする研修生・実習生

に対する教育の充実など、医療従事者の育成に努めること。 

 

６ 保健・医療・福祉連携への貢献 

（１） 保健医療福祉行政への協力 

    新市民病院内に市が保健・医療・福祉連携に係る総合相談窓口を設置し、同窓口

と密接に連携し、退院患者の在宅復帰に向けた支援や医療に係る専門的な相談に対

する支援などの役割を担うこと。 

また、市の保健医療福祉部門との情報交換などにより連携を推進すること。 

 

（２） 疾病予防の取り組み 

    市民に対する健康支援講座の開催や健康支援に係る相談など、引き続き市民の疾

病予防に向けて取り組むこと。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 業務運営体制の構築 

（１） 業務運営体制の構築 

    地方独立行政法人制度の特長を活かし、独立した経営体として、主体性をもって



意思決定し、迅速に行動できるよう、理事会を中心とした体制を整備するとともに、

職員の病院運営に対する意識の醸成を図るなど自律性を発揮できる効果的な運営体

制の構築を図ること。 

 

（２） 多様な人材の確保 

医療提供体制の安定化を図り、医療水準を向上させるため、多様で優秀な人材の

確保に努めること。 

ア 医師の人材確保 

市立病院において提供する医療水準を向上させるため、優秀な医師の確保に

努めるとともに、臨床研修医及び後期研修医を育成すること。 

イ 看護師及び医療技術職員の人材確保 

関係教育機関等との連携を強化し、優れた看護師及び医療技術職員の確保に

努めること。 

ウ 事務職員の人材確保及び育成強化 

     病院運営に関する専門知識や経営感覚が求められることから、必要な人材を確

保・育成し、組織としての専門性を高めること。 

エ 育児支援等による人材確保 

  育児と業務の両立支援など多様な人材を活用できる体制を確保すること。 

 

（３） 外部評価等の活用 

病院機能評価等の評価項目に基づき業務運営の改善に努めるとともに、実効性の

高い監査を実施し、監査結果に基づき必要な見直しを行うこと。 

 

２ 職員のやりがいと満足度の向上 

（１） 研修制度の充実 

医学の進歩による医療の高度化・専門化に対応して、常に高度かつ標準化した医

療を提供できるよう、専門性及び医療技術の向上を図るため、医療スタッフの研修

等を充実すること。 

 

（２） 資格取得への支援 

医療スタッフの職務能力の高度化・専門化を図るため、資格取得等に対する支援

を充実すること。 

 

（３） 適正な人事評価制度 

医療組織に適した職員の業績や能力、経験や職責などを反映した公正かつ適正な

人事評価制度を構築し、適正な評価により職員のモチベーションを高めるように努

めること。 

 

（４） 職場環境の整備 



職員のワークライフバランスや職場の安全確保、コミュニケーションの活性化な

どを通じて職場環境の改善を図り、働きやすく働きがいのある病院づくりに努める

こと。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 持続可能な経営基盤の確立 

   救急、感染症など公的に必要とされる医療を安定的に提供していくため、地方独立

行政法人の性質上能率的な経営を行ってもなおその事業の経営に伴う収入のみをもっ

て充てることが客観的に困難であると認められる経費等については運営費負担金とし

て支出することとするが、一般会計の負担であることから、市民にわかりやすいよう

に内訳や考え方を明らかにした上で適切に中期計画へ反映すること。さらに、経営の

効率化や健全化に向けた取り組みを進めるなど抜本的な経営改革により、市立病院の

役割を果たせる安定した経営基盤を確保すること。 

 

２ 収入の確保及び費用の節減 

   効率的な病床利用や高度医療機器の稼働率向上に努め、社会情勢の変化や医療保険

制度の変革への的確な対応などにより収入を確保するとともに、給与費比率の適正化

や診療材料など調達コストの削減など、費用の節減及び合理化を図ること。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 新市民病院の整備 

（１） 平成２７年度の開院に向けた事業の推進 

    平成２７年度の開院を目指して、確実に事業を進めていくこと。 

 

（２） 新病院の機能充実に向けた計画的な準備 

    医療スタッフの採用など、新病院の機能充実に向けて計画的に準備すること。 

 

２ 医療福祉戦略への貢献 

（１） 市の推進する医療福祉戦略への貢献 

    新市民病院の隣接地に市が導入を検討している総合福祉の拠点となる健康・医療 

・福祉系機能や施設と協力しあうとともに、市の推進する医療福祉を核としたまち

づくりへ貢献すること。 

 


